
都市整備部
都市政策課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

幹線道路沿道土地利用事業 回 5 2 0

回 4 4 1

回 13 18 14

回 - - 3

回 - - 11

都市計画決定等事務事業 件 4 7 13

屋外広告物指導事業 件 329 322 366

低炭素都市づくり推進事業

エリアマネジメント推進検討事業

5
既成市街地や新たな開発において、住
民・事業者・地権者等の地域の担い手が
主体となった将来の維持管理や運営（マ
ネジメント）等の地域を育てる取組を推
進する。

東芝スマートコミュニティにおけるエリアマネジメント組織
の立ち上げに向けた取組を検討

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

協議会及び説明会実施回数（玉島地区）

広域幹線道路沿道の市街化調整区域にお
いて、地権者等とともに幹線沿道にふさ
わしい土地利用を進め、地域のにぎわい
づくりと活性化を図る。

土地区画整理準備組合総会実施回数（目垣地区）

土地区画整理準備組合理事会回数（目垣地区）

土地区画整理組合総会実施回数（目垣地区）

土地区画整理組合理事会実施回数（目垣地区）

2

都市計画決定及び変更等案件

大阪府等関係機関と協議・調整を図りな
がら、都市計画決定等を行う。

・西安威二丁目地区の都市計画変更に関する説明会
（R1.10）
・彩都東部地区の都市計画変更に関する説明会（R1.12）

3

大阪府屋外広告物条例に基づく許可の件数

良好な景観誘導を進めるため、屋外広告
物の設置の適切な誘導を図る。

屋外広告物条例の制定に向けた取組方策の検討を進めた。

4
スマートコミュニティの考え方を導入し
た都市づくりを促進するなど、環境にや
さしいライフスタイルを実現し、低炭素
都市づくりを進める。

東芝スマートコミュニティの実現に向けて、事業者と協議、
調整を行った。
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都市整備部
都市政策課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

地域でのまちづくり推進事業 回 1 0 0

回 1 0 0

回 2 1 1

回 2 2 2

回 - - 2

中心市街地活性化支援補助事業 件 0 0 0

人 395 343 554

回 13 43 46

都市計画関連事務事業 件 33 31 37

枚 1,833 2,097 1,873

件 4 2 8

件 3 1 2

件 21 38 40

景観形成推進事務事業 件 94 98 116

件 109 100 136

回 1 2 5

次なる茨木・グランドデザイン推進事業 回 - 9 9

9

茨木市景観条例に基づく事前協議の件数

都市景観整備を総合的かつ計画的に推進
するため、茨木市景観計画及び景観条例
に基づき協議、指導等を行う。
計画見直しや景観重要建造物等の指定な
どを検討する。

景観法に基づく届出及び通知の件数

景観アドバイザー会議の開催回数

中心市街地における公共空間を中心とした景観形成の取組方
策の検討を進めた。

10

多様な主体との対話の場・機会

中心市街地（阪急茨木市駅～ＪＲ茨木
駅）を点ではなく面として捉え、多様な
主体との対話の中でその将来像を描こう
とする「次なる茨木・グランドデザイ
ン」の取組を推進します。また、多様な
主体が出会い、活動する場や機会をつく
りだす「次なる茨木・クラウド。」プロ
ジェクトを展開します。

「次なる茨木・クラウド。」プロジェクトを庁内で連携して
展開し、中心市街地の公共空間活用による社会実験や専門家
を交えた勉強会を実施した。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

生涯学習出前講座

市民がまちづくり活動等に参加するきっ
かけづくりや意識啓発のための事業を実
施する。

まちづくり塾

いばらきまちづくりラボ

太田知恵の和

まちづくりアドバイザー派遣

・茨木ええとこ写真の展示、展開（R1.8）

7

にぎわい創出活動認定・補助金交付

中心市街地の活性化を図るため、市民等
によるまちづくり活動に対して補助を行
う。

1ヶ月当りにぎわい亭来場者数

にぎわい亭活用事業開催数

8

都市計画等証明

都市計画に係る調査、証明、許可及び知
識の普及などを行う。

図面販売枚数

生産緑地買取申出事務事業（申請件数）

流通業務市街地整備法に基づく証明及び許可

都市計画法第53条許可
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都市整備部
都市政策課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

立地適正化計画推進事業 回 - - 6

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

11

地域自治組織及び自治会との協議調整・勉強会

都市再生特別措置法に基づき策定した立
地適正化計画に掲げる都市の将来像の実
現に向けた取組を推進する。

居住誘導区域外における大規模な住宅開発を抑制するため、
事業者や地権者等と協議・調整を行った。
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都市整備部
居住政策課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

既存民間建築物耐震化補助事業 件 36 251 89

件 12 26 86

件 - 145 132

既存民間建築物耐震化啓発事業 回 4 3 5

回 3 2 1

枚 2,511 7,000 10,000

居住マスタープラン策定事業 回 2 0 4

多世代近居・同居支援事業 件 9 37 59

空家対策事業 回 1 0 1

回 3 1 3

件 115 195 93

2

木造住宅相談会

地震災害から市民の生命及び財産を守る
ため、民間の住宅・特定建築物の耐震化
に対する市民意識の向上を図るととも
に、耐震補助制度について広く周知を行
う。

出前講座、まちまるごと耐震化支援事業説明会

ＤＭ等の配布

3

茨木市居住施策推進委員会の開催

人口減少、少子・高齢化等に伴う社会状
況の変化や活力低下、また、建築物の老
朽化等による災害リスクの増大などの課
題に対応するため、市民生活の基盤であ
る住宅や住環境の維持・充実と定住促進
を図る計画として、本市の住宅政策の方
針と施策を示し、市民の暮らしの充実と
安定した住生活の実現を目指す。 居住マスタープランを策定（令和２年３月）

4

多世代近居・同居支援事業補助交付件数

多世代の近居・同居に向けた住宅取得や
リフォームに対して補助を行うことで、
多世代が支えあって暮らせるまちづくり
を進め、子育てや介護など、各世代が抱
える不安の軽減を図るとともに、定住促
進を図る。

広報誌等への補助金制度の掲載

5

茨木市空家等対策協議会の開催

少子高齢化や人口減少の進行により、今
後空家の増加が懸念されるため、「茨木
市空家等対策計画」に基づき、空家化を
抑制すると共に、空家の適正管理、利活
用を促進する。

セミナーの開催

空家相談対応

空家活用提案事業を実施

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

耐震診断補助交付件数

地震災害から市民の生命及び財産を守る
ため、民間の住宅・特定建築物の耐震診
断費用及び木造住宅、共同住宅の耐震改
修費用の一部を補助する。

耐震改修補助交付件数

除却補助交付件数

窓口や電話による耐震相談
耐震診断義務対象者への啓発文書の送付や、電話・訪問によ
る耐震化への促進
木造住宅耐震改修の低コスト工法に関する周知
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都市整備部
居住政策課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

マンション建替円滑化等事務事業 回 2 2 2

回 4 3 12

住宅施策関連事務事業 件 9 13 2

被災者住宅等支援事業 件 - 2,763 1,175

件 - 302 37

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

分譲マンションセミナー

マンションの良好な居住環境の確保のた
め、マンションの適正管理や建替事業に
伴う建替組合の設立などに対する支援を
行う。

分譲マンション相談会

ＨＰ等での分譲マンション管理に必要な情報の提供

7

特定優良賃貸住宅の承認

優良な賃貸住宅の供給の拡大を図るた
め、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関
する法律等に基づき、特定優良賃貸住宅
の承認等を行う。
大阪府からの権限移譲事務である終身建
物賃貸借事業の認可等及び農住組合の設
立認可等を行う。 ＨＰ等による住宅に関する補助制度等の情報提供

8

住宅改修支援金交付件数

平成30年に発生した大阪府北部を震源と
する地震及び台風21号により住宅に被害
を受けた市民の経済的負担を軽減するた
め、住宅改修支援金及び転居費用支援金
を交付する。

転居費用支援金交付件数
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都市整備部
審査指導課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

細街路等整備事業 件 7 10 15

件 5 5 7

開発行為等連絡協議会事務事業 回 2 1 0

高度地区運用事務事業 件 1 3 6

建築基準法制度活用事業 件 74 98 108

件 5 1 16

件 5 8 7

件 4 3 3

回 2 5 5

中高層建築物事前協議等事業 件 26 35 29

件 88 105 84

2

開発行為等連絡協議会

無秩序な都市化を防止し、適正な開発を
図り、計画的なまちづくりの推進及び周
辺環境との調和を創出するため、一定規
模以上の建築を目的とする開発行為に対
し協議調整を行う。

3

高度地区特例許可

良好な住環境を維持・保全するため、市
街化区域内は高度地区が定められ、建築
物の高さが制限されているが、空地を多
く確保するなどの一定の基準を満足す
る、良好な市街地環境が形成されるよう
に配慮された建築物については、特例許
可により高さ制限の緩和を行う。

4

建築基準法に基づく許可

快適で良好な住環境の形成を図るととも
に、老朽化・密集化した建築物等の円滑
な建替えと周辺環境への配慮が両立する
よう、建築協定や地区計画条例など建築
基準法の諸制度の活用を促進する。

建築基準法に基づく認定

建築基準法に基づく承認

道路位置指定

建築審査会の開催

5

中高層建築物事前相談受付

生活環境の保全や良好な近隣関係を形成
するため、茨木市開発指導要綱及び茨木
市中高層建築物に係る紛争の防止及び調
整に関する指導要綱に基づく協議を行
う。

開発指導要綱事前協議受付

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

細街路整備事業による整備

開発許可、道路位置指定、建築行為等に
対し、細街路計画及び生活道路整備に沿
う指導を行い、基準に基づき用地費、工
事費等の助成を行い整備を進め、良好な
住環境を創出する。

生活道路整備事業による整備
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都市整備部
審査指導課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

長期優良住宅認定事務事業 件 255 326 373

件 87 107 111

福祉のまちづくり事業 件 10 17 13

件 14 9 11

建築物維持保全指導事業 件 1 0 0

土地区画整理事業認可等事業 件 3 0 7

件 0 6 6

開発許可等事務事業 件 62 68 51

件 33 46 36

件 14 13 13

件 7 8 13

件 7 9 6
10

都市計画法に基づく開発許可等

良好な宅地水準と住環境を確保し、都市
の健全な発展と秩序ある整備を図るた
め、都市計画法等や各種指導要綱に照ら
し、関係課と協議を行い、適正な開発許
可等を行う。

都市計画法に基づく完了検査等

宅地造成等規制法に基づく許可等

宅地造成等規制法に基づく完了検査等

開発許可不要等証明の交付

開発審査会の開催（1回）

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

長期優良住宅の認定

長期にわたり良好な状態で使用されるた
めの措置が講じられた優良な住宅の普及
を促進することにより、住生活の向上及
び環境への負荷の軽減を図るため、長期
優良住宅の普及の促進に関する法律に基
づき、長期優良住宅建築等計画の認定を
行う。

長期優良住宅の変更認定

7

事前協議

高齢者や障害者が、安全で気軽にあらゆ
る社会に参画し、自らの意思で自由に行
動できるよう、都市施設のうち大阪府福
祉のまちづくり条例に基づく基準適合努
力義務対象建築物について、事前協議を
行う。

完了検査

8

吹付けアスベスト調査補助

良好な居住環境を保全するため、適法に
維持保全されていない建築物の所有者等
に対して適法な状態を継続的に保つよう
指導を行う。
民間建築物の吹付けアスベストの調査費
用に対する補助を行う。

随時パトロール

9

土地区画整理法に係る認可等

土地区画整理事業により計画的に良好な
市街地形成が図られるよう、事業の適正
かつ円滑な施行のため、協議・調整を行
うとともに土地区画整理法の規定に基づ
き適正な認可等を行う。

土地区画整理法第76条の許可
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都市整備部
審査指導課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

建築物のエネルギー消費性能の向上等運用事務事業 件 81 89 104

件 3 8 9

件 1 0 1

建築基準法運用事務事業 件 924 1,254 1,365

件 66 41 25

件 22 15 8

件 37 58 15

既存建築物防災事業 件 144 658 45

件 261 261 275

件 1,884 1,934 1,992

件 6 7 3

回 2 2 1

建設リサイクル届出等事務事業 件 452 839 694

回 2 2 2

ラブホテル・ぱちんこ遊技場建築等規制事業 回 0 0 0

回 0 0 0

14

リサイクル届出件数

特定の建設資材を使用した建築物等の分
別解体及び再資源化を促進し、資源の有
効な利用の確保及び廃棄物の適正な処理
を図り、生活環境の保全と経済の健全な
発展に寄与するため、一定規模以上の建
築物等の解体工事等について事前の届出
及び必要に応じたパトロールを行い、分
別解体と再資源化を図る。

リサイクルパトロール

15

茨木市ラブホテル建築規制審議会開催回数

住みよいまちづくりをめざし、青少年の
健全な育成を図るため、ラブホテルやぱ
ちんこ遊技場の建築等を規制し、良好な
教育環境などの生活環境を保全する。

茨木市ぱちんこ遊技場建築規制審議会開催回数

窓口相談

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

11

省エネ計画書の届出

建築物のエネルギー消費性能の向上とエ
ネルギー使用の合理化を図るため、建築
物のエネルギー消費性能の向上に関する
法律に基づく適合性判定や認定事務、都
市の低炭素化の促進に関する法律に基づ
く低炭素建築物の認定事務を行う。

低炭素建築物の認定

低炭素建築物の変更認定

12

建築確認仮受付

良好な住環境の創出を推進するため、茨
木市開発指導要綱に基づく一定の基準に
よる適切な指導を行うとともに、建築確
認審査・検査を適切に実施する。

建築確認申請の審査（計画通知を含む）

中間検査（計画通知を含む）

完了検査（計画通知を含む）

13

定期報告件数（建築物）

良好な住環境を保全するため、既存建築
物に対して建築基準法に基づく定期報告
の指導及び定期的な防災査察を行う。

定期報告件数（建築設備、防火設備）

定期報告件数（昇降機等）

防災査察

防災週間の実施

・防災パトロール
・「大阪府建築物に附属する特定の設備等の安全確保に関す
る条例」の事務処理
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都市整備部
審査指導課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

建築確認申請等情報管理システム運用事務事業 枚 15,128 21,681 21,832

件 1,436 2,101 2,212

件 198 187 302

件 162 174 168

件 0 0 0

違反建築物等対策事業 件 7 2 12

件 0 0 1

件 0 0 0

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

16

建築計画概要書等の写しの交付

建築計画概要書や指定道路調書など、建
築基準法を運用していく上で重要な情報
を管理し、申請者の利便性の向上と事務
の効率化を推進する。

指定道路図等の写しの交付

台帳記載事項証明等の交付

開発登録簿の写しの交付

指定道路調書等の作成

各種情報のシステム入力

17

建築基準法摘発件数

秩序ある住環境を保全するため、建築基
準法、都市計画法及び宅地造成等規制法
に基づき、違反の未然防止や早期発見に
努めるとともに違反行為に対して適切に
指導・監督を行う。

都市計画法違反摘発件数

宅地造成等規制法違反摘発件数

・違反建築防止週間（年１回）
・市内パトロール（随時）
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都市整備部
北部整備推進課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

ダム推進事業

彩都建設推進事業

北部魅力アップ事業 件 - - 1,656

件 - - 43,947

ダム周辺整備事業

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1
安威川流域住民の生命と財産を守り、安
全なまちづくりの推進に必要不可欠な安
威川ダムについて、大阪府等と連携を図
り、事業の建設促進を図る。 ・ダム建設に関する国への要望活動。

・安威川ダム建設事務所など府機関との協議・調整。
・流域市に対して、安威川ダム推進会議を実施。
・関係地元とのダム関連協議。

2

大阪の活性化・発展に向けて、大阪府、
茨木・箕面市、都市再生機構、民間事業
者、経済団体、大学、研究機関、公益団
体などの産学官が連携して、魅力と活力
ある複合機能都市「彩都」の形成に取り
組む。

・地権者組織「彩都東部地区地権者協議会」の取組を支援。
・「彩都東部地区Ｃ区域土地区画整理準備組合」の設立。
・土地区画整理組合の設立に向け、一括業務代行予定者と事
業計画案や基本設計等の具体的検討や地権者の合意形成に向
けた取組を実施。

3

市及び「いばきた」フェイスブック合計いいね数

本市北部地域にある緑豊かな自然環境や
歴史環境、現在事業推進している安威川
ダム、新名神高速道路、彩都の大規模プ
ロジェクトなどの資源をつなぐととも
に、地域課題や地域のあり方も踏まえ、
北部地域の魅力向上を図るための検討と
取組を地域や関係団体とともに進める。

市及び「いばきた」フェイスブック合計リーチ数

・北部地域の自治会等と継続的に意見交換を実施。
・大学と連携し、北部地域の課題の共有と魅力向上のための
「いばきたデザインプロジェクト」を実施。
・「山とまちをつなぐ」をテーマに北部地域の魅力を発信す
る「いばきたフォトサイクリング」を実施。
・市内飲食店の協力のもと、安威川ダムカレーの提供店舗を
拡充。

4 安威川ダムの周辺において、北部地域の
玄関口として、魅力向上につながる整備
を実施するための取り組みを進める。

・ダム周辺整備事業用地（予定）の購入
・12/26安威川ダム周辺整備事業候補者募集を開始
・公共嘱託登記業務委託
・安威川フェスティバルの実施。
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都市整備部
市街地新生課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

茨木市中心市街地活性化基本計画策定事業 回 2 4 1

回 2 3 0

回 9 - -

阪急茨木市駅西口駅前周辺整備事業 回 1 1 2

回 20 25 17

回 18 7 1

回 6 3 4

回 11 3 3

ＪＲ茨木駅西口駅前周辺整備事業 回 39 23 21

回 6 3 3

回 5 4 2

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

茨木市中心市街地活性化協議会の開催

本市中心市街地の活性化を図るため、
「中心市街地活性化に関する法律」に基
づく、「茨木市中心市街地活性化基本計
画」を策定する。

茨木市中心市街地活性化連絡会議の開催

場を開く社会実験の実施

FICベース株式会社等補助金交付、まちづくり会社出資金支
出

2

阪急建替え推進委員会出席

市の玄関口である西口駅前周辺におい
て、交通結節点の機能強化とともに、多
くの市民が集える空間として、活性化を
図り、魅力あるまちづくりの実現を図
る。

事業パートーナーとの協議

交通事業者、交通管理者との協議

国、大阪府との協議

都市計画決定に向けた関係者協議

庁内調整及び関係者協議

3

交通事業者等関係機関との協議

市の玄関口である西口駅前周辺におい
て、交通結節点の機能強化とともに、多
くの市民が集える空間として、活性化を
図り、魅力あるまちづくりの実現を図
る。

国・大阪府との協議

まちづくり協議会の開催
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都市整備部
用地課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

 用地取得事業 ㎡ 382 655 25,524

㎡ 1,110 1,242 1,041

 公拡法に基づく届出等事務事業 件 8 7 8

 国土法に基づく届出等事務事業 件 13 18 11

2

届出・申出件数

　地方公共団体等が、公有地の拡大の計
画的な推進を図り、地域の秩序ある整備
と公共の福祉の増進に資するため、土地
所有者から有償譲渡に関する届出や申出
を受理する。

3

届出件数

　国土の総合的かつ計画的な利用を図る
ため、権利取得者（買主）から届出を受
理し、一定規模以上の土地取引の内容を
把握する。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

取得面積（市）

　都市の発展と市民福祉の向上をめざ
し、都市基盤整備に必要な公共事業用地
を取得するため、事業担当課からの用地
取得依頼に基づき事業に必要な用地を取
得し、諸施策の推進を図る。

取得面積（公社）
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